
一般廃棄物の排出量は5,204万ｔ
（平成18年度）

排出量は平成12年度以降断続的に減
尐し、基本方針の平成9年度5,310万tを
2年連続で下まわった。

産業廃棄物の排出量は418百万ｔ
（平成18年度）

排出量は一般廃棄物と同様に平成2年
度までは急激に増加。平成2年度以降

は４億ｔ前後で大きな変化はなく、バブル
経済の崩壊後はほぼ横ばい。

※1：ダイオキシン対策基本方針に基づき、政府が平成22年

度を目標として設定した「廃棄物の減量化の目標量」におけ
る平成8年度の排出量を表す

※2：平成9年度以降は※1と同様の算出条件で算出
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廃棄物の排出量の推移
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一般廃棄物の再生利用率は
19.6％ （平成18年度）

一般廃棄物の再生利用率は着実
に上昇しており、平成18年度には
20%に迫っている。

産業廃棄物の再生利用率は
51.4% （平成18年度）

産業廃棄物の再生利用率は着実
に上昇しており、平成16年度には
50%を超えている。

廃棄物の再生利用率の推移
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（千t）
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（千ﾄﾝ）

※分類については、発生時点の廃棄物の種類で行っている。
（例 廃プラスチック類の焼却に伴い生じる燃え殻の埋立について、廃プラスチック類として計上）
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一般廃棄物の残余年数は15.6年分
（首都圏は17.0年分）（平成18年度）

公共の最終処分場を確保できていない
市町村が343

産業廃棄物の残余年数は7.7年分
（首都圏は3.4年分）（平成17年度）

最終処分場の新規設置数は、平成10
年度の136施設から、平成16年度は38
施設、平成17年度は32施設（ともに許
可件数）と激減
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(単位：千トン／年)

⑧ 集団回収量 3,058 ⑭ 総資源化量
⑩ 直接資源化 2,569

⑪ 焼却以外の 中間処理後
収集ごみ＋直接搬入ごみ 中間処理 再生利用量

（計画収集量） 7,179 4,590
粗大ごみ処理施設

2,569 623
① 混合ごみ 3,808

ごみ堆肥化施設
115 77

② 可燃ごみ 31,898
ごみ飼料化施設

0.02 0.03
③ 不燃ごみ 2,460

メタン化施設
24 16

④ 資源ごみ 5,121
ごみ燃料化施設

726 402
⑤ その他 152

127,727 3,549 2,484
127,781 ⑥ 粗大ごみ 730

その他施設
自家 197
処理 ⑦ 直接搬入ごみ 4,810
人口 処理残渣の焼却

1,847
54 ⑨ 自家処理量 74 ⑫ 直接焼却

38,067
(単位：千人) 焼却施設 986

39,914
資源化 焼却残渣 処理残渣

の埋立 の埋立
処理･処分 ⑬ 直接最終処分 4,363

1,201
最終処分場

・収集ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝44,168千トン

・収集ごみ＋直接搬入ごみ＝①＋②＋③＋④＋⑤
＋⑥＋⑦＝48,978千トン（計画収集量）

・ごみ総排出量＝①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧
＝52,036千トン

・1人1日当たり排出量
＝(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧)／総人口／365
＝1,116グラム/人日

・ごみの総処理量＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬＝49,016千トン

・総資源化量＝⑭＝10,217千トン

・リサイクル率＝⑭／(⑧＋⑩＋⑪＋⑫＋⑬)＝20％

・中間処理による減量化量
＝(⑪＋⑫)－中間処理後再生利用量－残渣の埋立量
＝35,049千トン

1,245

6,809
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口

その他の資源化等
を行う施設

10,217

凡例

日本の廃棄物処理 平成18年度版より作成

一般廃棄物の処理フロー（平成18年度）

6



排出量
418,497千t

(100%)

直接再生利用量
91,582千t

(22%)

中間処理量
316,082千t

(76%)

処理残渣量
134,156千t

(34%)

減量化量
181,926千t

(43%)

処理後再生利用量
193,190千t

(29%)

処理後最終処分量
10,966千t

(3%)

再生利用量
214,722千t

(51%)

最終処分量
21,799千t

(5%)

直接最終処分量
10,833千t

(3%)

産業廃棄物排出・処理状況調査報告書（環境省）より作成

産業廃棄物の処理フロー（平成18年度）
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注１投棄件数及び投棄量は、都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不法投棄のうち、1件当りの投棄量が10ｔ以上の事案 (ただし特別管理産業廃棄
物を含む事案はすべて） を集計対象とした。
２上記グラフの通り、岐阜市事案は平成15年度に、沼津市事案は平成16年度に発覚したが、不法投棄はそれ以前より数年にわたって行われた結果、当該
年度に大規模事案として発覚した。
３平成18年度の千葉市事案については、平成10年に発覚していたが、その際環境省への報告がされていなかったもの。
４硫酸ピッチ事案及びフェロシルト事案については本調査の対象からは除外している。
なお、フェロシルトは埋戻用資材として平成13年8月から約72万トンが販売・使用されたが、その後、これが不法投棄事案であったことが判明した。
不法投棄は1府3県45カ所において確認され、そのうち38カ所で撤去が完了している（平成20年9月時点）。
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がれき類

191件

50.5%

建設混合廃棄物

54件

14.1%

木くず（建設系）

36件 9.4%

廃プラスチック類

（建設系）

6件 1.6%

汚泥（建設系）

3件 0.8%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

18件 4.7%

金属くず

13件 3.4%

動植物性残さ

10件 2.6%

繊維くず

9件 2.4%

廃プラスチック類

（その他）

9件 2.4%

汚泥（その他）

6件 1.6%

平成19年度
投棄件数

382件
がれき類

57,697t

56.7%建設混合廃棄物

17,479t

17.2%

木くず（建設系）

3,857t 3.8%

廃プラスチック類

（建設系）

1,167t 1.1%

汚泥（建設系）

143t 0.1%

繊維くず

5,695t 5.6%

汚泥（その他）

6,162t 6.1%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

1,609t 1.6%

廃プラスチック類

（その他）

1,786ｔ 1.8%

平成19年度
投棄量
101,718t

建設廃棄物計
80,343t 79.0%

建設以外廃棄物計
21,375ｔ 21.0%

建設以外廃棄物計
92件 24.1%

建設廃棄物計
290件 75.9%

投棄件数・投棄量ともに建設廃棄物が多く、全体の約８割を占めている。

平成19年度不法投棄（新規発覚分） 種類内訳
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排出事

業者

193件
50.5%

無許可

業者

57件
14.9%

許可業

者

21件
5.5%

複 数

11件
2.9%

不 明

100件
26.2%

平成19年度
投棄件数

382件

排出事

業者

24,113ｔ
23.7%

無許可

業者

22,804ｔ
22.4%

許可業

者

31,114ｔ
30.6%

複 数

3,502ｔ
3.4%

不 明

20,186ｔ
19.8%

平成19年度
投棄量
101,718t

「排出事業者」のうち、１４１件（73.1％）、１３，１６１ｔ（54.6％）が建設系

排出事業者が不法投棄実行者である場合が、
投棄件数では約51％と最も多く、投棄量では約24％となっている。

平成19年度不法投棄（新規発覚分） 実行者内訳
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11

許可業者

289件
10.5%

無許可業者

664件
24.1%

排出事業者

1,071件
38.9%

複 数

67件
2.4%

不 明

662件
24.0%

平成19年度末時点 不法投棄残存事案

許可業者

8,709,154ｔ
53.3%無許可業者

3,913,893ｔ
24.0%

排出事業者

1,741,093ｔ
10.7%

複 数

1,247,840ｔ
7.6%

不 明

724,878ｔ
4.4%

残存量
16,336,859t

残存件数
2,753件

残存事案のうち、排出事業者が不法投棄実行者である場合が、
投棄件数では約40％と最も多く、投棄量では約10％となっている。



木くず（建設系）

649件

23.6%

建設混合

廃棄物

542件

19.7%がれき類

534件

19.4%

廃プラスチック類

（建設系）

207件 7.5%

汚泥（建設系）

9件 0.3%

廃プラスチック類

（廃タイヤ）

158件

5.7%

廃プラスチック類

（その他）

119件

4.3%

金属くず

103件

3.7%

木くず（その他）

81件 2.9%

汚泥（その他）

57件

2.1%

繊維くず

49件

1.8%

ガラス、陶磁器くず

44件

1.6%

燃え殻

43件 1.6%

廃プラスチック類

（シュレッダーダスト）

41件 1.5% 廃プラスチック類

（農業系）

29件

1.1%

建設混合廃棄物

4,564,062ｔ

27.9%

がれき類

2,890,559ｔ

17.7%

廃プラスチック

類（建設系）

1,680,166ｔ

10.3%

木くず（建設系）

1,326,894ｔ

8.1%

汚泥（建設系）

154,941ｔ

0.9%

汚泥（その他）

1,158,807ｔ

7.1%

廃プラスチック類

（その他）

987,294ｔ 6.0%

廃プラスチック類

（シュレッダーダスト）

785,342ｔ 4.8%

燃え殻

559,502ｔ

3.4%

金属くず

300,927ｔ

1.8%

ガラス、陶磁器くず

227,745ｔ

1.4%

木くず（その他）

214,064ｔ

1.3%

廃プラスチック類

（農業系）

155,661ｔ

1.0%
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平成19年度末時点 不法投棄残存事案

残存量
16,336,859t

残存件数
2,753件

残存事案のうち、投棄件数・投棄量ともに建設廃棄物が多く、全体の約７割を占めている。

廃油
1,106,865t

6.2%

非建設系廃棄物計
812件 29.5%

建設系廃棄物計
1,941件 70.5%

非建設系廃棄物計
5,720,237ｔ 35.0%

建設系廃棄物計
10,616,622t  65.0%




